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論
文
内
容
の
要
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本論⽂の⽬的は、中国の 17 の省・地区からなる内陸部の経済の対内的・対外的開放の分析
であり、その研究⽅法は産業連関分析である。本論⽂は、序章と終章に加えて以下の本体部分
を含む５章から成っている。 

まず序章では、内陸部地域研経済究の意義を述べたうえで同地域を経済成⻑パターン、国内
分業と国際分業、グローバル・バリューチェーン（GVC）への参加、という３つの側⾯から分
析することが明⽰される。  

第１章「⽐例成⻑乖離分析による中国の内陸地域の経済成⻑に関する考察―地域成⻑パター
ンの差異を中⼼に―」では、既存の多地域間産業連関表をもとに、2012 年と 2017 年の多地域
間産業連関表を作成し、⽐例成⻑乖離（DPG)分析によって内陸地域の経済成⻑パターンおよ
び産業構造の変化を検討する。 

第２章「付加価値からみた中国経済のグローバル化と地域経済―産業連関分析による『双循
環』の検討を中⼼に」では、多地域間産業連関表により 2002 年から 2017 年の期間の５年ご
との国産品⽐率、輸⼊品⽐率、移⼊品⽐率を計測し、内陸部の対外開放と対内開放の発展と「双
循環」に対するインプリケーションを探る。 

第 3 章「中国内陸地域のグローバル・バリューチェーンへの参加」では、内陸地域の GVC
参加が地域経済成⻑に与えた影響を明らかにする。内陸部の各地域の直接的 GVC 参加度だけ
ではなく、沿海部の輸出に含まれる内陸地域の付加価値を計測することによって、内陸地域の
沿海地域を経由した「間接的 GVC」参加を検討した。 

終章は、本研究のまとめとインプリケーションを述べる。 

本研究は、以下の諸点を実証的に明らかにした。 
第１に、内陸地域の経済成⻑および産業構造の⾼度化は⼤規模な国内資本による固定資本形

成および技術要因に基づくものであり、沿海地域のような輸出主導型成⻑ではない。第 2 に、 



 

全国の地域間の中間財取引の規模が拡⼤しており、かつての分断された市場から国内統⼀市場
が形成されている。第 3 に、内陸部地域は地域間中間財の取引を通じて、沿海地域からの輸出
に連なる間接的な付加価値輸出（国内分業を通じた GVC への間接的参加）の規模が拡⼤して
いる。 

これらの諸点は、内陸部と他地域との国内分業、および外国との国際分業という「双循環」
の実現条件と制約を明らかにしている。 

 

論
文
審
査
の
結
果
の
要
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本研究は⾸尾⼀貫した⽅法に基づき、内陸部経済の特質と変化を実証的に分析した点で、そ
の学術的貢献は⼤きい。第１に、内陸部経済の対外開放と対内開放を捉えるために独⾃に多地
域間産業連関表を作成したうえで、これを国際産業連関表と統合した。第２に、これをベース
に沿海部と⽐較しつつ、①内陸部の産業構造の⾼度化の特徴、②地域間分業と国内統⼀市場の
形成、③電機・電⼦通信設備産業の⾼付加価値化、④内陸部の沿海部を経由した間接的な GVC
への参加、これらを明確にした。 

本研究は内陸部経済と沿海部経済との構造的差異とともに両者の関係拡⼤を実証した点で、
先⾏研究を越える研究である。 

なお、公聴会を開いたうえで審査委員による⼝頭試問を⾏った。論⽂内容と⼝頭試問の結
果、審査委員は⼀致して、博⼠（経済学）学位授与に⼗分に値する研究だと判断する。 
 

試
験
ま
た
は
学
力
確
認
の
結
果
の
要
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2024 年 1 ⽉ 15 ⽇（⽉）に審査委員ほか院⽣ 3 ⼈の参加のもと、1 時間半の公聴会・⼝頭試
問をびわこくさつキャンパスアクロスウィング 1 階アカデミックラウンジで⾏った。 

その際、①タイル指数、②経済成⻑の技術要因、③GVC と国内付加価値との関係、④「双
循環」、⑤⾃由貿易試験区、⑥研究期間の妥当性、⑦今後の研究⽅向、などについて質問があ
ったが、申請者は適切に答えた。また中国語⽂献、英語⽂献、⽇本語⽂献を渉猟しており、⾼
い研究能⼒を⽰すものと判断する。 
 したがって、本学学位規程第１８条第１項に基づいて、博⼠(経済学 ⽴命館⼤学)の学位を
授与することが適当であると判断する。 

 


